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第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

当グループ（当会社及び連結子会社）は、長期的に成長が期待できる製品分野及び研究開発部門への投資に重点

を置き、あわせて省力化、合理化及び製品の信頼性向上のための投資を行っている。 

当連結会計年度の設備投資金額（有形固定資産受入ベース）は、7,884億円であり、内訳は次のとおりである。 

  

 
（注）１．上表は、賃貸営業用資産への投資金額3,644億円を含んでいる。この内訳は、主として金融サービス部門に

おけるリース契約に係るコンピュータ等の情報関連機器、産業・工作機械及び車両である。 

２．上表は、賃借中の所有権移転外ファイナンス・リース資産の有形固定資産計上額を含んでいる。 

３．所要資金は、主として自己資金をもって充当している。 

  
当連結会計年度において、プラズマテレビに用いるガラスパネル部材を外部調達に切り替えることに伴い投資額

の回収が見込めなくなったことから、日立プラズマディスプレイ㈱の製造設備等に関して358億円の減損損失を計上

している。 

  

事業の種類別 
セグメントの名称

設備投資金額 
（億円）

前期比（％） 主な内容・目的

情報通信システム 650 62.8 ハードディスクドライブの生産合理化 

電子デバイス 306 115.9 
中小型液晶ディスプレイの生産増強及

び合理化 

電力・産業システム 1,758 107.8 
建設機械、発電機器、自動車機器等の

生産増強及び合理化 

デジタルメディア・ 

民生機器 
432 47.2 

リチウムイオン電池の生産増強及び合

理化 

高機能材料 1,043 97.8 
高級金属製品、磁性材料、半導体用材

料等の生産増強及び合理化 

物流及びサービス他 314 81.7 物流設備 

金融サービス 3,615 73.0 賃貸営業用資産 

小  計 8,121 79.2 － 

消去又は全社 △236 － － 

合  計 7,884 81.4 － 
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２【主要な設備の状況】 

当グループ（当会社及び連結子会社）は、多種多様な事業を国内外で行っており、主要な設備の状況について

は、事業の種類別セグメントごとの数値とともに主たる設備の状況を開示する方法によっている。 

当連結会計年度末における状況は、次のとおりである。 

  
（１）事業の種類別セグメントの内訳 

   

   

（注）１．「その他」欄は、車両及び建設仮勘定の合計額である。 

２．上表は、主に日立キャピタル㈱が所有している賃貸営業用オペレーティング・リース資産252,178百万円を

含んでいる。 

３．上表は、日立キャピタル㈱等の当グループ内部から賃借している所有権移転外ファイナンス・リース資産

74,575百万円を含んでいる。 

４．上表の他、機械装置等を中心に賃借中のオペレーティング・リース資産があり、その年間賃借料は148,401

百万円である。 

  

（平成21年３月31日現在）

事業の種類別 
セグメントの名称

帳 簿 価 額 （百万円）
従業員数 

（人）
建物及び 
構築物

機械装置及び
工具器具備品

土 地
(面積千㎡)

リース
資産

その他 合 計

情報通信システム 
127,748 163,176 57,581 14,109 10,421 373,035 107,545 

(4,629)

電子デバイス 
52,191 40,042 31,409 12,411 3,779 139,832 27,816 

(1,028)

電力・産業システム 
230,541 273,515 150,037 36,958 36,363 727,414 104,931 

(21,294)

デジタルメディア・ 

民生機器 

60,460 70,574 59,613 4,937 5,449 201,033 34,928 

(7,008)

高機能材料 
144,095 197,037 94,033 6,200 31,787 473,152 49,408 

(13,421)

物流及びサービス他 
136,356 17,917 88,571 13,932 6,434 263,210 29,943 

(3,084)

金融サービス 
838 207,789 1,362 8,508 149 218,646 4,044 

(13)

小  計 
752,229 970,050 482,606 97,055 94,382 2,396,322 358,615 

(50,477)

消去又は全社 
19,113 77 △17,671 △3,963 68 △2,376 3,181 

(901)

合  計 771,342 970,127 464,935 93,092 94,450 2,393,946 361,796 
(51,378)
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（２）提出会社 

   

 
  
（３）国内子会社 

   

 
（注）上表の他、主に日立キャピタル㈱が所有している賃貸営業用オペレーティング・リース資産208,476百万円があ

る。 

（平成21年３月31日現在）

事業所名 
（主な所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容

帳 簿 価 額 （百万円）
従業員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び工具
器具備品

土 地
(面積千㎡)

リース 
資産

その他 合 計

オートモティブシステ
ムグループ 
(茨城県ひたちなか市) 

電力・産業 
システム 

自動車機器
生産設備 

20,595 38,858 7,822 
(2,614)

36 6,507 73,819 6,839 

情報・通信グループ 
(神奈川県川崎市) 

情報通信 
システム 

システム開
発設備、汎
用コンピュ
ータ等生産
設備 

27,967 16,816 2,000 
(764)

1,834 2,868 51,489 13,502 

日立事業所 
(茨城県日立市) 

電力・産業 
システム 

発電機器等
生産設備 

22,597 20,341 3,620 780 3,982 51,323 4,595 
(3,809)

研究開発本部 
(東京都国分寺市) 

物流及びサ
ービス他 

研究開発設
備 

17,325 7,194 6,078 23 725 31,347 2,903 
(832)

コンシューマ事業グル
ープ 
(神奈川県横浜市) 

デジタルメ
ディア・民
生機器 

デジタルメ
ディア関連
製品生産設
備 

6,062 4,454 8,416 
(992)

5 1 18,941 859 

支社 
(大阪府大阪市) 

全社 その他設備 9,524 397 8,485 ― ― 18,407 1,618 
(114)

都市開発システムグル
ープ 
(茨城県ひたちなか市) 

電力・産業 
システム 

エレベータ
ー・エスカ
レーター生
産設備 

5,400 9,968 89 
(528)

860 1,448 17,767 1,972 

情報システム事業部 
(東京都千代田区) 

情報通信 
システム 

システム開
発設備 

2,802 13,819 ―
(―)

― 807 17,429 602 

本社 
(東京都千代田区) 

全社
  

その他設備 6,805 2,015 5,396 ― 67 14,285 2,934 
(787)

笠戸事業所 
(山口県下松市) 

電力・産業 
システム 

鉄道車両等
生産設備 

7,283 4,426 859 
(698)

― 175 12,745 738 

（平成21年３月31日現在）

子会社事業所名 
（主な所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容

帳 簿 価 額 （百万円）
従業員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び工具
器具備品

土 地
(面積千㎡)

リース 
資産

その他 合 計

日立金属㈱ 安来工場 
(島根県安来市) 

高機能材料 高級金属製
品生産設備 

8,641 22,339 7,861 － 1,277 40,118 1,453
(1,096)

日立建機㈱ 土浦工場 
(茨城県土浦市) 

電力・産業 
システム 

建設機械生
産設備 

9,039 18,065 7,562 － 3,265 37,931 1,962
(5,534)

㈱日立ディスプレイズ 
(千葉県茂原市) 

電子デバイ
ス 

液晶ディス
プレイ生産
設備 

16,900 12,384 2,042 4,158 2,094 37,580 2,129
(457)

 
日立電線㈱ 日高工場 
(茨城県日立市) 

高機能材料 電線・ケー
ブル等生産
設備 

17,240 9,251 4,932
(962)

－ 458 31,881 1,926

日立マクセル㈱ デジタルメ 磁気記録媒
体等生産設
備 

6,712 7,990 14,239 － 2,819 31,760 831
京都事業所 
(京都府大山崎町) 

ディア・民
生機器 

(302)

日立建機㈱  
常陸那珂臨港工場 
(茨城県ひたちなか市) 

電力・産業 
システム 

建設機械生
産設備 

13,619 5,446 6,654 － 312 26,031 118
(181)

 
㈱日立ビルシステム 
本社  
(東京都千代田区) 

電力・産業 
システム 

その他設備 12,216 3,106 9,619
(165)

－ 190 25,131 1,289

日立ソフトウェアエン
ジニアリング㈱ 本社 
(東京都品川区) 

情報通信 
システム 

その他設備 11,723 710 12,602 － － 25,036 4,132
(17)

日立化成工業㈱ 高機能材料 半導体用材
料等生産設
備 

6,307 10,091 1,880 17 1,101 19,397 1,096
山崎事業所 
(茨城県日立市) 

 (675)

日立金属㈱ 
山崎管理部 
(大阪府島本町) 

高機能材料 磁性材料生
産設備 

6,858 3,978 7,010
(193)

－ 388 18,234 369
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（４）在外子会社 

   

   

 
  
３【設備の新設、除却等の計画】 

当グループ（当会社及び連結子会社）は、多種多様な事業を国内外で行っており、期末時点では設備の新設及び

拡充の計画を個々の案件ごとに決定していない。そのため、事業の種類別セグメントごとの数値を開示する方法に

よっている。 

平成21年３月末現在において計画している当連結会計年度後１年間の設備投資（新設及び拡充）の金額は、6,200

億円であり、内訳は次のとおりである。 
  

   

  

（平成21年３月31日現在）

子会社事業所名 
（主な所在地） 

事業の種類
別セグメン
トの名称 

設備の内容

帳 簿 価 額 （百万円）
従業員数
（人）

建物及び
構築物

機械装置
及び工具
器具備品

土 地
(面積千㎡)

リース 
資産

その他 合 計

Hitachi Global 
Storage Technologies 
Netherlands B.V. 
(アメリカ カリフォル
ニア) 

情報通信 
システム 

ハードディ
スクドライ
ブ生産設備 

38,555 99,116 18,463 715 5,530 162,379 32,918 
(1,851)

Hitachi Metals 
America, Ltd. 
(アメリカ ニューヨー
ク) 

高機能材料 自動車用部
品等生産設
備 

4,320 10,516 454 
(2,592)

－ 2,779 18,069 1,626 

日立建機（中国）有限
公司 
(中国 合肥市) 

電力・産業
システム 

建設機械生
産設備 

5,051 4,316 －
(－)

－ 1,980 11,347 1,563 

    
Hitachi Data Systems 
Corporation 
(アメリカ カリフォル
ニア) 

情報通信 
システム 
 

その他設備
 

－

 
8,973 － － － 

 
8,973 3,856 

(－)
 

日立顕示器件（蘇州）
有限公司 
(中国 蘇州市) 

電子デバイ
ス 

液晶ディス
プレイ生産
設備 

1,997 5,161 －
(－)

－ 577 7,735 4,827 

（注）１．Hitachi Global Storage Technologies Netherlands B.V.、Hitachi Metals America, Ltd. 及び

Hitachi Data Systems Corporationの数値は、各社の連結決算数値である。 

２．上表の他、賃貸営業用オペレーティング・リース資産41,333百万円がある。 

事業の種類別 
セグメントの名称

設備投資計画金額
（億円）

主な内容・目的

情報通信システム 570 ハードディスクドライブの生産合理化 

電子デバイス 230 
中小型液晶ディスプレイの生産増強及び合
理化 

電力・産業システム 1,190 
建設機械、自動車機器、発電機器等の生産
合理化 

デジタルメディア・ 
民生機器 240 

リチウムイオン電池、情報記録媒体等の生
産増強及び合理化 

高機能材料 530 高級金属製品、伸銅品等の生産合理化 

物流及びサービス他 260 物流設備

金融サービス 3,300 賃貸営業用資産

小  計 6,320 －

消去又は全社 △120 －

合  計 6,200 －

（注）１．上表は、賃貸営業用資産への投資計画金額3,300億円を含んでいる。 

２．上表は、賃借中の所有権移転外ファイナンス・リース資産の有形固定資産計上額を含んでいる。 

３．設備投資計画の今後の所要資金については、主として自己資金をもって充当する予定である。 

４．経常的な設備の更新のための除却・売却を除き、重要な設備の除却・売却の計画はない。 
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独立監査人の監査報告書
平成20年６月20日

株式会社  日 立 製 作 所 

 執行役社長  古 川 一 夫 殿 

 

 新 日 本 監 査 法 人
  

 指定社員
公認会計士 松岡 寿史 印

 業務執行社員

   

 指定社員 
公認会計士 福井  聡 印 

 業務執行社員 

   

 指定社員 
公認会計士 大内田 敬 印 

 業務執行社員 

   

  

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社日立製作所の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結資本勘定計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細

表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（連結財務諸

表注記１．参照）に準拠して、株式会社日立製作所及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。ただし、連結財務諸表注記１．(1)に記載のとおり、セグメント情報については、米国財務

会計基準審議会基準書第131号にかえて、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵

省令第28号）第15条の２に準拠して作成されている。 

 

追記情報 

 連結財務諸表注記１.（８）「有形固定資産の表示及び償却の方法」に記載されているとおり、会社は、平成19年

４月１日より250％定率法を適用している。 

 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

以  上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当会社が別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
平成21年６月23日

株式会社  日 立 製 作 所 

 執行役会長兼執行役社長  川 村   隆 殿 

 

 新日本有限責任監査法人
  

 指定有限責任社員
公認会計士 松岡 寿史 印

 業務執行社員

   

 指定有限責任社員 
公認会計士 福井  聡 印 

 業務執行社員 

   

 指定有限責任社員 
公認会計士 大内田 敬 印 

 業務執行社員 

   

  

＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社日立製作所の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すな

わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結資本勘定計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細

表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査

は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り

の評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意

見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、米国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準（連結財務諸

表注記１．参照）に準拠して、株式会社日立製作所及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示

しているものと認める。ただし、連結財務諸表注記１．（１）に記載のとおり、セグメント情報については、米国

財務会計基準審議会基準書第131号にかえて、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年

大蔵省令第28号）第15条の２に準拠して作成されている。 
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＜内部統制監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、米国トレッドウェイ委員

会支援組織委員会が公表した「内部統制－統合的枠組み」で確立された規準（以下、「ＣＯＳＯ規準」という。）

を基礎とした、株式会社日立製作所の平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制について監査を行った。財

務報告に係る有効な内部統制を維持する責任、及び内部統制報告書において財務報告に係る内部統制の有効性を評

価する責任は経営者にある。当監査法人の責任は、独立の立場から会社の財務報告に係る内部統制に対する意見を

表明することにある。 

 当監査法人は、米国公開会社会計監視委員会の基準に準拠して監査を行った。米国公開会社会計監視委員会の基

準は、財務報告に係る有効な内部統制がすべての重要な点において維持されているかどうかの合理的な保証を得る

ために、当監査法人が監査を計画し、実施することを求めている。監査は、財務報告に係る内部統制の理解、重要

な欠陥が存在するリスクの評価、評価したリスクに基づいた内部統制の整備及び運用状況の有効性に関する検証と

評価、並びに当監査法人が必要と認めたその他の手続の実施を含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 会社の財務報告に係る内部統制は、財務報告の信頼性及び一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

た外部報告のための財務諸表の作成に関する合理的な保証を提供するために整備されたプロセスである。会社の財

務報告に係る内部統制は、(1) 会社の資産の取引及び処分を合理的な詳細さで、正確かつ適正に反映する記録の維

持に関連し、(2) 財務諸表を一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成するために必要な取引の

記録が行われていること、及び会社の収入と支出が会社の経営管理者及び取締役の承認に基づいてのみ行われるこ

とに関する合理的な保証を提供し、(3) 財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性のある会社の資産が未承認で取得、

使用又は処分されることを防止又は適時に発見することの合理的な保証を提供するための方針や手続を含んでい

る。 

 財務報告に係る内部統制は、固有の限界があるため、虚偽の記載を防止又は発見できない可能性がある。また、

将来の期間に向けて有効性の評価を予測する場合には、状況の変化により統制が不十分になる可能性もしくは方針

や手続の遵守の程度が低下する可能性が伴う。 

 当監査法人は、平成21年３月31日現在において、株式会社日立製作所がすべての重要な点においてＣＯＳＯ規準

を基礎とした財務報告に係る有効な内部統制を維持しているものと認める。 

  

追記情報 

 当監査法人は米国公開会社会計監視委員会の基準に準拠して内部統制監査を行った。我が国において一般に公

正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠した場合との主要な相違点は以下のとおりであ

る。 

１．我が国の基準では、経営者が作成した内部統制報告書に対し監査意見の表明を行うが、米国公開会社会計監

視委員会の基準では、財務報告に係る内部統制に対し監査意見の表明を行う。 

２．我が国の基準では、財務諸表及び財務諸表の信頼性に重要な影響を及ぼす開示事項等を監査の範囲とする

が、米国公開会社会計監視委員会の基準では、「経理の状況」に掲げられた連結財務諸表の作成に係る内部統

制のみを監査の範囲とする。  

３．我が国の基準では、持分法適用関連会社が監査の範囲に含まれるが、米国公開会社会計監視委員会の基準で

は監査の範囲に含まれない。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

以  上

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当会社が別途保管しております。 
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独立監査人の監査報告書
平成20年６月20日

株式会社  日 立 製 作 所 

 執行役社長  古 川 一 夫 殿 

 

 新 日 本 監 査 法 人
 

 指定社員 
公認会計士 松岡 寿史 印 

 業務執行社員 

   

 指定社員 
公認会計士 福井  聡 印 

 業務執行社員 

   

 指定社員 
公認会計士 大内田 敬 印 

 業務執行社員 

   

  

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社日立製作所の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第139期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社日立製作所の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当会社が別途保管しております。

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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独立監査人の監査報告書
平成21年６月23日

株式会社  日 立 製 作 所 

 執行役会長兼執行役社長  川 村   隆 殿 

 

 新日本有限責任監査法人
  

 指定有限責任社員 
公認会計士 松岡 寿史 印 

 業務執行社員 

   

 指定有限責任社員 
公認会計士 福井  聡 印 

 業務執行社員 

   

 指定有限責任社員 
公認会計士 大内田 敬 印 

 業務執行社員 

   

  

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げら

れている株式会社日立製作所の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第140期事業年度の財務諸表、すなわ

ち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社日立製作所の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上

１ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当会社が別途保管しております。

２ 財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 
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【表紙】  

  

【提出書類】 内部統制報告書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の４第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月23日 

【会社名】 株式会社日立製作所 

【英訳名】 Hitachi, Ltd. 

【代表者の役職氏名】 執行役会長兼執行役社長 川村 隆 

【最高財務責任者の役職氏名】 執行役副社長 三好 崇司 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

 （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

株式会社大阪証券取引所 

 （大阪市中央区北浜一丁目８番16号） 

株式会社名古屋証券取引所 

 （名古屋市中区栄三丁目８番20号） 

証券会員制法人福岡証券取引所 

 （福岡市中央区天神二丁目14番２号） 

証券会員制法人札幌証券取引所 

 （札幌市中央区南一条西五丁目14番地の１） 
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1【財務報告に係る内部統制の基本的枠組みに関する事項】 

当会社は、財務計算に関する書類その他の情報の適正性を確保するための体制に関する内閣府令（以下「内部統制府令」

という。）第18条の規定により、米国において要請されている内部統制報告書の用語、様式及び作成方法に準拠して本内

部統制報告書を作成している。 

 

当会社の経営者は、財務報告に係る適切な内部統制を構築、維持する責任を負う。財務報告に係る内部統制は、米国1934

年証券取引所法に基づく米国証券取引委員会規則13a-15(f)項又は15d-15(f)項に規定されており、財務報告の信頼性及び

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠した外部報告のための財務諸表の作成に関する合理的な保証を提供

するために、当会社の経営の最高責任者及び主たる財務担当役員により又はその監督の下で設計され、当会社の取締役会、

経営者及びその他の従業員によって実施されるプロセスである。これには以下の方針及び手続を含んでいる。 

 

・当会社の資産の取引及び処分を合理的な詳細さで、正確かつ適正に反映する記録の維持に関連する方針及び手続 

 

・財務諸表を一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成するために必要な取引の記録が行われてい

ること、及び当会社の収入と支出が当会社の経営者及び取締役の承認に基づいてのみ行われることに関する合理的

な保証を提供するための方針及び手続 

 

・財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性のある当会社の資産が未承認で取得、使用又は処分されることを防止又は適

時に発見することの合理的な保証を提供するための方針及び手続 

 

財務報告に係る内部統制は、固有の限界があるため、虚偽の記載を防止又は発見できない可能性がある。また、将来の

期間に向けて有効性の評価を予測する場合には、状況の変化により統制が不十分になる可能性もしくは方針や手続の遵守

の程度が低下する可能性が伴う。 

 

2【評価の範囲、基準日及び評価手続に関する事項】 

当会社の経営者は、平成21年３月31日時点における当会社の財務報告に係る内部統制の有効性を評価した。評価に際し、

当会社の経営者は、米国トレッドウェイ委員会支援組織委員会が公表した「内部統制―統合的枠組み」で確立された規準

を用いている。 

 

3【評価結果に関する事項】 

当会社の経営者は、これらの規準をもとに、平成 21 年３月 31 日時点の当会社の財務報告に係る内部統制は有効である

との結論に至った。 

 

4【付記事項】 

内部統制府令第 18 条の規定を適用しないで作成する場合との主要な相違点は、以下のとおりである。 

１．内部統制府令第 18 条の規定を適用しないで作成する場合には財務諸表及び財務諸表の信頼性に重要な影響を及ぼ

す開示事項等を評価の範囲とするが、米国において要請されている内部統制報告書では、有価証券報告書における

「第一部 企業情報 第５ 経理の状況」に掲げられた連結財務諸表の作成に係る内部統制のみを評価の範囲とす

る。 

２．内部統制府令第 18 条の規定を適用しないで作成する場合には持分法適用関連会社が評価の範囲に含まれるが、米

国において要請されている内部統制報告書では評価の範囲に含まれない。 

 

5【特記事項】 

該当事項なし。 
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【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の２第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年６月23日 

【会社名】 株式会社日立製作所 

【英訳名】 Hitachi, Ltd. 

【代表者の役職氏名】 執行役会長兼執行役社長 川村 隆 

【最高財務責任者の役職氏名】 執行役副社長 三好 崇司 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 株式会社名古屋証券取引所 

  (名古屋市中区栄三丁目８番20号) 

 証券会員制法人福岡証券取引所 

  (福岡市中央区天神二丁目14番２号) 

 証券会員制法人札幌証券取引所  

  (札幌市中央区南一条西五丁目14番地の１) 
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執行役会長兼執行役社長川村隆及び執行役副社長三好崇司は、当会社の第140期（自 平成20年４月１日 至 平成21

年３月31日）の有価証券報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正であることを確認した。 

  

特記すべき事項はない。 

  

１ 【有価証券報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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